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発表内容

１．再生可能エネルギー（ＲＥ）は、現状も今後も一般的理解よりはるかに安価

これらは、科学技術振興機構・低炭素社会戦略センター（ＬＣＳ）による「確実性の高い技
術進歩を見込んだ評価」に基づいた結論である。資料請求等はＬＣＳに御連絡ください

2．2015年2月3日、4月15日の発表以降も、RE関連の技術進歩は顕著

4．日本は、REによるエネルギー自給国家を目指すべきだ

3．パリ協定は重要で、世界はREイノベーション花盛りの時代を迎えるだろう
日本は劣後する懸念がある

2030年の予測は、太陽電池 6円/kWh、風力（陸上）8円/kWh

5．国は許認可の迅速化、送電網の情報公開・強化などで支援せよ
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単価上昇しても、負担は減少し、初期投資も回収できる
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確実性の高い技術進歩に基づく近未来予測

太陽電池
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技術評価に基いたコストとポテンシャル

変動型

安定型

大規模導入へ向けて

：下水処理・食品残渣からのメタン（5×109㎥/y）
（0.1, 0.05ｔ-乾体/人・y）
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さらに変わった：クリーンなエネルギーが安い時代が来る

コスト（円/kWh） 発電ポテンシャル
（TWh/y）現在 2030年

太陽光 16 ６ >400

風力（陸上） 16 ８ >500

地熱 12 <12 70※１ , 500※２

小水力 30（12＊３） <12 70

バイオガス※ 25（15） 13（５） 20

バイオマス（樹木） 31（８） 12（４） 40
（ ）数値は燃料費

参考： 年間電力消費：約1000TWh

変動型

安定型

※１： 熱水系 150℃以上 ※２： 高温岩体 300℃以上

LNG火力 13.7円/kWh (2014年) ⇒13.4円/kWh (2030年)  原子力 10.1円/kWh～（2014年, 2030年) 

Copyright 科学技術振興機構 低炭素社会戦略センター

（資源エネルギー庁推計値 総合資源エネルギー調査会発電コスト検証ワーキンググループ（第６回会合：平成27年4月資料））

※３現在実装中のデータ
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変動吸収用の蓄電池は非常に安くなる：テスラの衝撃

蓄電池
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WhST/kg円/WhST

固定費

用役費

原材料費

エネルギー

密度

→

(17.6)

(12.5)

(7.9)

(5.1)

(12.0)

(生産規模拡大、
収率改善)

(新材料
実験室データ)

(1GWh/y,
収率66%)

10GWh/y,
収率90%

蓄電池システムのコスト構造分析シナリオ

正極材/負極材

→LiCoO2/黒鉛
正極材/負極材

→Co-doped 
Li2O/SiO

正極材/負極材

→Co-doped 
Li2O/SiO

正極材/負極材
→Co-doped 
Li2O/SiO
＋正極・負極の
微細構造製造技術
開発が必要

正極材/負極材
→Co-doped 
Li2O/SiO
＋正極・負極の

微細構造製造技術
開発が必要
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国際的な木材生産性なら5分の1になり十分安価

バイオマス
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製造合理化と規模の拡大で低価格化

小規模水力
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10
（使用電力量データ出所）一般電気事業者１０社計＋自家発電、電気事業６０年の統計（電気事業連合会）、資源エネルギー庁「電力調査統計」より作成

エネルギー消費は減っている

（右目盛：10 18 Ｊ）

（注）使用電力量は一般電気事業者１０社計＋自家発電量。2014年の自家発電量は、ピーク時（2002年）からのトレンドによる外挿値を用いた推計値。

（最終エネルギー消費量データとGDPデータ出所）エネルギー白書2013年度（資源エネ庁）をもとに、資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」、
内閣府「国民経済計算」を踏まえてデータ追加

Copyright 小宮山宏
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年度
ピーク電力[GW] 発受電電

力量[TWh]夏季最大 冬季最大 年間最小

2010 176（8/23） 156（1/31） 115（5/13） 988

2011 155（8/10） 154（2/  2） 107（5/31） 937

2012 154（7/27） 144（1/18） 107（5/11） 924

2013 158（8/  9） 148（2/14） 106（5/17） 923

2014 151（7/25） 145（2/  9） 104（5/23） 894

2015 151(8/  7) 877

2015
2010

-14.2% -7.1%
（2014との比較）

-9.6%
(2014との比較）

-11.2%

大規模導入へ向けて

2015年11.2%（2010年比）減少、省エネはまだまだ進む

電力使用量は減少傾向

（GW = 10億W, TWh = 1兆Wh）
注．2015年度の発受電電力量は、2014年12月から2015年11月までの1年間のデータ
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（最終エネルギー消費量データとGDPデータ出所）エネルギー白書2013年度（資源エネ庁）をもとに、資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」、
内閣府「国民経済計算」を踏まえてデータ追加し、1973年の値を1.0として算出
（使用電力量データ出所）一般電気事業者１０社計＋自家発電、電気事業６０年の統計（電気事業連合会）、資源エネルギー庁「電力調査統計」より作成し、
1973年の値を1.0として算出
（注）使用電力量は一般電気事業者１０社計＋自家発電量。2014年の自家発電量は、ピーク時（2002年）からのトレンドによる外挿値を用いた推計値。

知の構造化：ＧＤＰ150％増、エネルギー25％

工業

工業省エネ

サービス化
省エネ

人工物飽和
省エネ

デカップリング
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Source: World Energy Outlook  2015

ＩＥＡも気がついた

エネルギー資源別世界の電力供給

誇りを持とう
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日本は太陽光と風力と蓄電池を主力とする

大規模導入へ向けて
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再生可能エネルギーモデルは安い

大規模導入へ向けて
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トヨタ環境チャレンジ2050の意義

走行中のＣＯ２90％削減

工場からのＣＯ２排出ゼロ

クルマからクルマを作る

小宮山のビジョン2050

人工物の飽和

エネルギー効率

再生可能エネルギー

都市鉱山

日本の学が提唱し
企業が宣言した
国はどうする？

誇りを持とう



再生可能エネルギー、省エネルギー推進の方策
基本的に民間が進めやすい体制を作ること

太陽光

地熱

小水力

バイオガス
バイオマス（樹木）

風力（陸上）

省エネ

送電網の
情報公開

１０電力圏「間」の
送電網の強化

電力会社が所有する
スマートメータデータの
公的機関への開示

許認可・届出
業務迅速化

（北海道・九州・四国と本州最優先）
（５０・６０圏は現状ままでも可）

大規模導入へ向けて

街区間送電の自由化等電力事業法関連の緩和

確実性の
高い技術
の開発を
優先的に
支援
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結 言

• 再生可能エネルギーのコスト競争力は高まっており、今後もさら
に高まる。２０３０年には、例えば太陽光発電は6円／ｋＷｈと予測
され、最も安い電源になる

• 開発途上にある洋上風力を除外しても、国内に、経済的に成立す
る開発可能量が十分ある

• 蓄電池は安価になり、2050年電力コストへの負担は0.7円／ｋWh
• 日本は、再生可能エネルギーと蓄電池の安価なシステムによる

エネルギー自給国家を目指すべきである

• 国は、許認可の迅速化（風力、水力、地熱など特にひどい）、送電
網の公開（抑制の条件だろう）・強化（特に北海道・四国・九州と本
州の間）を行え

エネルギー自給国家
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